




•人口増加に伴う電力需要が急増する中、パリ合意の下におけるGHG排出削減への貢献及び

自国経済の構造改革を念頭に置き、再エネの大量導入を通じて、化石燃料の国内消費を代

替する政策を推進中

•2030年時点で設備容量に占める再エネの比率を50%、導入量58.7GW(太陽光40GW, 

風力16GW)を目標としている

•具体的な再エネ導入箇所も計画されている

（出典：https://www.ief.org/ resources/files/events/third-ief-eu-energy-day/turki-
al-shehri-24.02-repdo---ief riyadh v2-2.pdf）

（出典：https://www.ief.org/ resources/files/events/1st-ief-irena-seminar-on-
renewable-and-clean-energy-technology-outlooks/faisal-al-yemni.pdf）

サウジアラビアの再エネ導入目標 再エネ導入箇所の計画

背景 サウジアラビアの再エネ導入計画
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サウジ・エナジー(Saudi Energy)が保有する

既設風力発電設備に、日本製の容量型及

び出力型の蓄電池、EMS、太陽光発電

設備を加えたハイブリッド再エネ発電シス

テムを構築
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実証事業の目的

• 再エネを安定した分散電源として配電系統へ導入可能であることを検証

• 夏季の高いピーク需要による配電変電所の過負荷に関する課題に対しハイブリッド再エネ

発電システムによる課題解決が可能であることを検証

• 二国間クレジット制度(Joint Crediting Mechanism; JCM)プロジェクトとして、温室効

果ガス(GHG)の排出削減へも貢献する

• 提案者であるオリエンタルコンサルタンツグローバルと再委託先の東芝が共同企業チーム

として実証技術の普及を目指す



K.A.CARE

サウジ・エナジー
（Saudi Energy)

NEDO

(株)オリエンタルコンサルタンツグローバル

MOU
PSA

PA

ステージ大別項目 サウジ側 日本側
PAの締結 〇 〇
実証設備・システムの詳細設計 〇
実証設備・システムの調達・製作・輸送 △ 〇
実証設備導入工事 〇
設置・据付・試運転 〇 △
実証運転 △ 〇
提案技術・システムに係る政策連携や制度整備の推進に係る活動 △ 〇
普及のための活動 △ 〇
定量化に係る取組・手続き等 △ 〇
リスクマネジメント 〇 〇

両国の分担（〇：主担当 △：補助担当）

(株)東芝

3種類の二国間合意文書
MOU :Memorandum of Understanding
PSA :Project Specific Agreement
PA :Project Agreement

実証事業の体制
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再委託（データ解析）

委託

サウジ側 日本側









実施内容と研究スケジュール
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2028
第1

四半期

第2

四半期

第3

四半期

第4

四半期

第1

四半期

第2

四半期

第3

四半期

第4

四半期

第1

四半期

第2

四半期

第3

四半期

第4

四半期

第1

四半期

①契約文書（PA等）の締結

②実証設備・システムの設計

③実証設備・システムの調達・据付監理・

試運転

④実証運転

⑤実証データの解析

⑥排出削減量の定量化に必要な測定・モ

ニタリング
⑦提案技術・システムに係る政策連携や

制度整備への対応

⑧定量化に係る取組・手続き等

⑨普及のための活動

⑩適用技術の普及可能性の検討

⑪リスクマネジメント

年度 2026 20272025

実証事業期間中に定期的に実施

実証事業期間中に定期的に実施



2025年度の実績

10

2025年6月に事業開始(事業期間3年間)

契約文書の締結

•SEとのProject Agreementの締結

実証設備・システムの設計

•EMS・蓄電池・太陽光発電システムの設計

•土木・建築・建築設備・通信設備の設計

•既存設備および運用体制の調査

その他

•日本側の調達機材に関して、サウジの標準・規格や認証制度(SASO基準、 電力会社

基準Distribution Materials Specification(SDMS))への準拠の確認

•系統連系規程として Grid Codeの要件や、小規模太陽光接続に係るSEの技術基準に

ついて確認

•実証設備・システムの設計に基づいた現地側工事会社の入札図書の作成



2026年度の計画
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2026年度は、主に以下の事項を実施する見込み

• 実証設備・システムの設計の完了

• 実証設備(蓄電池・太陽光発電設備)のサウジへの輸送

• SEによるサウジ側の機材調達

• 実証設備の据付工事の完了

• 試運転と実証運転の開始

• 実証データの解析

一方で、イスラエル・米国によるイラン攻撃を発端とした中東情勢悪化による影響につき、特に

以下の点についての検討が必要な状況

• 機器の輸送・保管への影響

• スケジュール・費用調整の必要

• 渡航制限による現地対応リスク
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12地区に散在する、過負荷が生じている72の配
電変電所のうち、風況・日射、土地の制約により
選定した14箇所への普及を計画

(凡例の1～14の数値は何式目のハイブリッド再エネ発電システムかを示す)

普及計画

普及時(2028-2041年の15年間)におけるGHG
削減量目標

累計約122万トン

実証事業終了後の普及計画
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ご清聴ありがとうございました


